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講義の内容

環境政策
1：地球温暖化対策と地域計画の方向
2：土木事業と地域公共政策
3：環境公共政策の全体像（環境政策と都市環境政策）

環境ディレンマ
1：基本構図とゲーム論
2：ディレンマ解消の方策

選好・効用・集団決定
1：選好と効用の考え方
2：効用理論の展開（ランダム効用理論）
3：社会的決定の理論（投票）

環境公共政策の実現
1：手続きの理論
2：政策・計画決定のプロセス
3：住民参加とPI
4：政策・計画策定の実践



前週までの講義
○地球温暖化対策における国家や
個人の取り組み、地域単位での取り
組みの必要性を学んだ

〇環境公共政策に深く関わる「地域
計画」や「交通計画」の基礎を学んだ

〇環境ディレンマ（個人と社会）につ
いて学んだ

〇期待効用、プロスペクト、ランダム
効用など個人の効用理論を学んだ

〇集団での決め方、選好の集計の
仕方（投票の理論と限界）を学んだ

〇手続き理論の基礎（決める前のあ
りかた、投票とは異なる考え方等）を
学んだ

〇前回は、実際の環境政策・計画づ
くりの手続きの全体像を学んだ

⇒今回は実際の法定手続き等の概
要を学ぶ サンディエゴ都市圏（米国）における地域交通計画の改定プロセス

（2012‐2014）



技術検討プロセス 計画検討プロセス
コミュニケーション
プロセス

現状の把握

目的・目標の設定・確認*将来予測の理論・技術
需要予測モデル
影響評価モデル

シミュレーション 等
手段の検討

(複数計画案の提示)

計画案の評価
(推奨計画案の提示)

比較分析の理論・技術
代替案の比較方法

評価の理論・技術
費用便益分析
財務分析 等

調査の理論・技術
観測技術

統計解析理論 等

問題やニーズ
の表明

将来目標や
方向性への

意見

計画手段や

個々の計画
への意見

計画の決定

宿題：３つの並行プロセスの具体的な例を作る

計画検討の発議

*上位計画における
位置づけ等



違法駐輪対策における三つの計画策定プロセス

技術・専門的検討 計画検討手順 住民参画促進

詳細な計画案の作成や手続き、実施など

手法選択

案と評価の説明と
意見把握

計画の進め方を明確化

計画の確認

複数案の策定と
評価項目の設定

計画案の比較評価

概略計画案の選定と
対応方針の決定

複数案と
評価項目の共有
ニーズの調査

自転車利用推進計画

公表 対象範囲
把握

計画の必要性
や課題の共有

検討内容
の整理

検討実施

現状の調査
と将来予測

案の見直し

評価項目

計画案を各評
価項目につい
て検証

案の検討

意識調査計画が上位計画や意識調
査、現状や将来予測に即し

ているのかを確認

「駐輪場の建設」や「違法駐
輪撤去の強化」などの案の

策定
複合案も考慮に入れる

予算、環境への影響などの
評価項目の設定

違法駐輪の場
所や台数の調
査と、自転車利
用推進による
影響の予測

駐輪場の予定地
に実際に建設可
能か、自転車利
用推進に反して
いないかなど

委員会の
設置など調
査・検討方
法の決定

アンケート、
公聴会など
の手法を調
査範囲や内
容に合わせ

て選択

普段の自転
車利用や、
違法駐輪に

ついて

自転車利用推進計画により違法
駐輪増加が予想されるため、そ

れに対する対策を行う

複数案をふまえ
て必要な評価項

目を検討 案の評価を説明した上
で、どの評価項目を重
視するかなどの意見を

聞く(議論が戻らないよう
注意する)

複数案と評価項目の説明
を行い、「駅前まで自転車
で行きたい」などのニーズ
を評価項目設定に取り入

れる

評価と住民の意見を元に
対応方針を決定する

評価の際に比較のために
何もしない案も評価する

作成例



緩行鉄道網の普及に関する提案

計画検討
プロセス

コミュミケーション
プロセス

技術検討
プロセス

'14 環境公共政策論

路線別利用状況の整理 沿線区域へ計画の周知
計画発案

導入路線の選定（複数）各路線について
シミュレーション

沿線住民への
アンケート調査の実施

形式の発案

終始電
接続型

夜行通勤
列車

車内に娯楽
設備を配備
した観光用

列車

予想コスト・利益の算出

費用便益分析により
複数案の比較・順位付け

沿線住民・有識者を交えた
協議の実施

協議結果のまとめ

最終案の決定

作成例



ムクドリの鳴き声・糞害対策

技術検討プロセス
コミュニケーション
プロセス

計画検討プロセス

計画の発議

ムクドリ被害の
深刻性の把握と

対策の必要性の確認

目標の設定

手段の検討

計画の評価項目の設定と
その複数の計画案の評価

計画案の選定

現在のムクドリによる
被害影響範囲の確認

各手段によるムクドリ
の移動などで新たに

影響を受ける可能性
のある住民の把握

現在被害を受けている
人々や今後受ける

かもしれない人たちに
対する公聴会、PI

ムクドリを排除するため
に効果的手法の検討

検討した各手法よって
発生するムクドリの

移動に伴う周辺地域へ
の影響評価

計画の見直し・再評価

長期的短期的な影響

検討結果の公表

計画の決定

選定された計画の
今後の流れの説明会

作成例



高速道路建設における３つの並行プロセス

技術検討プロセス 計画検討プロセス コミュニケーションプロセス

道路の必要性

産業に与え
る影響

ルート・経由地
の候補設定

周辺環境への影響の
評価項目の制定

各案の比較評価

具体的なルート確定

計画の決定

計画検討の発議資金
決定

候補地の選
定・調査

詳細
設計

交通量
予測

技術
選定

長期的な利用
の予測

各方面への影響
見直し

交通量増加によ
る騒音・排気ガス
の影響調査

各調査結果の評
価・公表

立ち退き等への補
償予算

用地
購入

道路建設にあたって話し合
い・聴講会

事業説
明会

沿線住人への今後
の予定・事業概要に
ついての説明会

環境変化説明

利用者への
調査

公聴会・建設にあたり起
こる変化への意見調査

騒音・交通量増加に対する説明

近隣住人の意識調査・補償案説明

作成例
MO1
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沿岸部の農地造成のための干拓計画の流れ

農地拡大の
要求

目標・手段を
表明

現状把握
課題の共有

沿岸部干拓に
ついてのアン
ケート・意識調

査など

地域の農業
の現状分析

干拓の範囲・コ
スト等、実現可
能性の検討

干拓が環境や
漁業に与える
影響の分析

代替案の検討

漁業者・周辺
住民・環境専
門家との意見

交換

事業計画案
についての
コンセンサス

議会等の承認

費用便益分析

決定案に向け
ての話し合い

目標・手段の
設定

計画の評価
干拓後の将来
モデル予測

干拓計画の決定

技術検討
プロセス

対話
プロセス

作成例



本日の講義の言葉

• 計画の体系と計画手続き

• 上位計画とその類型、類型と共有概念

• 地域計画の持続性アセスメント

• 構想段階の計画策定手続き

• 都市計画決定の手続き

• 環境影響評価の手続き

• 配慮書の手続き



計画主体 市民・住民等 主体

相互主観的な
受容に基づく
要件(C)成立の確認

(C)手続き妥当性
を満たした市民
参画プロセス
への参加

計画検討
プロセス

コミュニケーション
プロセス

(A) 計画自体の正当性
0111 目的設定の合理性
0112 手段の合理性

(C) 手続き妥当性
01261 手続･情報の透明性
01262 説明方法の説得性
01263 対話機会の充分性
01264 意見反映の納得性

(B) 計画手続きの正当性
(手続き妥当性を除く）

0121 合法性
0122 手続き公正性
0123 手続き客観性
0124 手続き合理性
0125 手続き誠実性

計画主体による
要件(A),(B)成立

の確認

市民参画プロセスを通じた，
市民・住民等による要件(A),
(B)の確認

計画主体により
要件成立が確認
された計画
の策定と実施

(C)手続き妥当性
を満たした市民
参画プロセスの
策定と実施

市民参画プロセス
を通じた，市民・
住民等による
要件(A),(B)
の確認

計画プロセス

正当性要件

計画確定行為における要件確認手順
市民や住民は如何にして条件が整っていることを確認できるか

技術検討ぴロセスを通して示される条件

計画検討プロセスを通して示される条件
コミュニケーションプロセスを通して示される条件

技術検討
プロセス



講義の内容

環境政策
1：地球温暖化対策と地域計画の方向
2：土木事業と地域公共政策
3：環境公共政策の全体像（環境政策と都市環境政策）

環境ディレンマ
1：基本構図とゲーム論
2：ディレンマ解消の方策

選好・効用・集団決定
1：選好と効用の考え方
2：効用理論の展開（ランダム効用理論）
3：社会的決定の理論（投票）

環境公共政策の実現
1：手続きの理論
2：政策・計画決定のプロセス
3：住民参加とPI
4：政策・計画策定の実践



各段階での計画手続きの構成例

環境公共政策論



概略計画（構想段階） 法定SEA手続き

都市計画（計画段階）

都市計画決定

環境アセスメント

交通ネットワーク計画

地域計画・地域総合計画

事業化

（複数の交通機関,土地利用等の将来ビジョン）

（既存の施設を含む交通ネットワーク：個別または総合）

（特定路線の概略路線）

（特定路線の位置）

（事業アセスメント）
法制度化された関係

ガイドライン等による関係

長期計画（上位計画）

現状では存在しない

上位計画から事業段階までの概念的な結びつき
我が国の鉄道計画や道路計画等の概念的な全体像

建設工事
供用開始



概略計画（構想段階） 法定SEA手続き

都市計画（計画段階）

都市計画決定

環境アセスメント

交通ネットワーク計画

地域計画・地域総合計画

事業化

（複数の交通機関,土地利用等の将来ビジョン）

（既存の施設を含む交通ネットワーク：個別または総合）

（特定路線の概略路線）

（特定路線の位置）

（事業アセスメント）
法制度化された関係

ガイドライン等による関係

長期計画（上位計画）

現状では存在しない

上位計画から事業段階までの概念的な結びつき
我が国の鉄道計画や道路計画等の概念的な全体像

建設工事
供用開始



計画方針書

PPS

都市圏
長期交通計画
RTP/MLTP

国レベル

州・
県レベル

都市圏
レベル

フランス 英国 米国 日本

Plan

国土整備方針

DTA

地域空間戦略

RSS

20 yrs 20 yrs

Policy Program Study

10-15 yrs 

law option

地方交通計画

LTP

5 yrs

Compre‐
hensive transport Road

都市圏
交通改善プログラム

TIP 3 yrs

州長期交通計画
Plan SLTP

主要投資調査
MIS

総合交通調査

MMS

地域交通戦略

RTS

15 yrs

都市圏交通計画
PDU

SAFETEA‐LU
(計画・事業法）

Performance‐based 
program

都市圏統合計画

SCOT

【SRU法】

長
期
ビ
ジ
ョ
ン

長
期
ビ
ジ
ョ
ン

州交通改善プログラム

STIP

凡
例

3 yrs

新道路技術会議（IBS+Yai）を一部修正

20 yrs

国土形成計画
（全国計画）

国土形成計画
（広域地方計画）

都市圏
総合交通計画

地域総合
交通戦略

参考：各国の地域・都市圏計画の体系
（交通計画を中心に）

法定計画間
の関係



戦略計画を内包する計画体系の考え方の例（地域単位型）

 

短期の目標設定
（計測可能目標*2）

達成度評価
(PM*7の実績計算）

計画目標の設定 概ね5年ごと更新

（予測可能目標*1／計測可能目標*2／定性的目標*3）

効果計測
(PM*7の将来値算出）

戦略・地域交通計画（長期）
概ね20年間 地域単位

事業化*6

戦略交通計画（短期）
概ね5年間 地域単位

長期目標の定期的評価
5年ごと実施*8

地域交通計画（長期）
概ね20年間(概ね5年ごと更新）

地域単位

地域合意*4とPI

短期の
地域施策

短期の共通施策

（個別）計画の計画段階

長期NW*5・施設計画等
(個別事業の上位計画）

都市計画決定

事前評価(B/C)

長期の目標設定
(予測可能目標*1／定性的目標*3）

*6：供用段階で評価対象へ

*4：首長,議会,市民

（個別）計画の構想段階（SEA)

*5：NW:ネットワーク

:計画行為

:評価行為

:地域合意,ＰＩ

PI

PI

PI

*1：予測可能目標：計量モデル化が可能
*2：計測可能目標：実績を観測可能
*3：定性的目標：一般に文章表現

*7：ＰＭはパフォーマンス指標

:その他

環境影響評価

*8：短期の達成度評価と短期の効果計測が行われ,
長期目標の達成に向けた定量・定性評価を実施

短期と長期を併せ持つ地域交通計画の図



コミュニケーションプロセス計画検討プロセス

持続性アセスを含む地域計画の体系

防災・環境・社会・経済に関わる地域の将
来像・目標の検討 (計画期間は15-20年)

地域計画の持続性アセスメント

防災・環境・社会・経済に関わる施策（政策
手段）パッケージの検討（事業規模，財源等明示）

地域計画の達成度評価

目標

手段

評価

アセス

将来像・目標

に関わるパブリッ
クインボルブメント

PI

持続性アセス
に関わるPI

（防災意識、環境
意識、地域愛着
等を継続するPI）

手段・実行可能性
に関わるPI

【土木学会土木計画学研究委員会環境地域社会資本検討小委員会・都市計画学会復興特別委員会社会システム部会交通インフラG資料より】

手段検証

目標検証

地域地区の
具体データ等

の提供

倫理フレーム、
取引フレーム

の導入

持続可能性
の共有

地域計画の確定・実施 総合的判断
に関わるPI

評価に関わるPI

地域の
社会・経
済力の
検証

地域の環
境・エネ
ルギーの

検証

地域の
防災力
の検証

・防災，環境，社会，経済に関わる地域の将来計画を立て，定期的に見直す
・見直しに際して市民や住民の意見を踏まえる必要
・計画を策定（見直し）する際、防災、環境・エネルギー、社会・経済の各面から計画内容を評価

計画策定1-2年間

計画見直し4-5年ごと



・低炭素型地域づくりを進めるためには、まず、長期を見据えた魅力ある地域の将来像を地域で共有
することが重要であり、同時に継続的・安定的に取り組めるような財源とそれを裏付けるための制度
設計、担い手となる人材の育成が必要である。

・また、部門間の矛盾解消、相乗効果の確保のため、防災、環境・エネルギー、社会・経済等の関連
分野を横断的に結び付ける計画策定及び統合的に実施するための仕組みを法的に構築することも含
め検討が必要である。

・計画策定に当たっては、ある分野の対策・施策を多様な側面から評価する持続可能性評価を組み
込み、パブリックインボルブメント（市民参画）を強化して計画の実効性を高めることが重要である。

地球温暖化対策の選択肢の原案について
2013年以降の対策・施策に関する報告書 中央環境審議会 地球環境部会（2012年6月）

（第1､2週に登場した図面の再掲）



・最終絵姿提示型（空間利用のマスタープラン）
・事業明示型（個々の事業名を示す）
・優先順位・整備時期明示型（重点整備，短期～長期等）
・投資規模明示型（不足分を論点とする）
・理念・ビジョン型
・ガイドライン型
・基本事項確定型（大綱型）
・目標共有・プロセス重視型（市民参画型の計画づくり）
・数値目標設定型（個々の手段を明示しない）
・行政指針型（内部効計画）

・・・一般に，上位計画は複数の要素を併せ持つことが多い

上位計画の特徴からみた計画の型式



①長期時間概念：将来の人々や将来地域社会の課題を共有
→優先順位・整備時期明示型（重点整備，短期～長期等）

長期の理念・ビジョン型

②広域空間概念：他地区の人々や広域社会の課題を共有

→最終絵姿提示型（空間利用のマスタープラン）
ネットワーク・事業明示型（個々の事業名を示す）

③文化歴史概念：過去の人々の成した文化・歴史・伝統等を共有
④対話機会概念：現在の人々とコミュニケーション機会を共有し、

ソーシャルキャピタルを形成
→目標共有・プロセス重視型（市民参画型の計画づくり）

⑤その他：投資効果概念：
投資の幅広い効果や費用に関わる課題を共有

→投資規模明示型（不足分を論点とする）
数値目標設定型（個々の手段を明示しない）

上位計画の類型と共有を目指す概念
環境ディレンマの解消のため利他性や公共心を考える際の視点



概略計画（構想段階） 法定SEA手続き

都市計画（計画段階）

都市計画決定

環境アセスメント

交通ネットワーク計画

地域計画・地域総合計画

事業化

（複数の交通機関,土地利用等の将来ビジョン）

（既存の施設を含む交通ネットワーク：個別または総合）

（特定路線の概略路線）

（特定路線の位置）

（事業アセスメント）
法制度化された関係

ガイドライン等による関係

長期計画（上位計画）

現状では存在しない

上位計画から事業段階までの概念的な結びつき
我が国の鉄道計画や道路計画等の概念的な全体像

建設工事
供用開始



自転車ネットワーク計画策定手続きの全体図）

整備手順（案）の検討

計画の見直しと評価検討

・従前の断片的な整備区間を取り込
んだNW化の推進
・方針に応じたNW図の策定

・将来の概略NW案の公表
（個々の構造は素案）

計画目標の確認・共有

・将来の理想型までの整備ロードマップ
の公表（暫定整備，段階整備を含む）

・暫定・恒久整備としての自歩道や法定
外表示路の位置づけ，需要分析・予測

計画の発議

・上位計画に照らした計画目標の確認・明確化
（道路空間の利活用の方針等を含む）

・計画検討開始の公表

NW構成（案）の比較検討

NW構成（目標と評価含）の方針
・NWの面的LOS、拠点間LOSの方針
NW通過/非通過路、優先経路等の方針

概略NWと整備手順に対
する確認・合意形成

個別路線の構造比較検討

概略NW構成の技術検討

整備手順の技術検討

個別路線の位置と構
造の詳細技術検討 個別路線の位置と構造

の確認・合意形成

自転車NW整備の必要性
の確認

技術検討プロセス 計画検討プロセス
コミュニケーション

プロセス

・個々の段階整備と暫定整備の手順
・整備途上のLOSの評価

・個別路線の課題抽出、対策の検討

NW整備、見直し、上位計画への反映

【ネットワーク計画レベル】

【個別路線レベル】（必要に応じて*）

・歩行者の安全、自転車の安
全、環境、健康などの観点か
ら上位計画に照らして必要性
を確認するためのPI（情報提
供と意見徴集）

・ネットワーク（NW）の整備水

準や整備方法など、地域の
将来NW像に関する合意形
成を進めるためのPI

・個々の路線の具体的な整備方
法に関する合意形成のためのPI

*都計道の新設・拡幅、沿道の従前の利

用を顕著に変更する場合等。自転車レー
ン設置等はNW計画レベルで検討

NW構成（個々の構造含む）の確定

基礎データ・情報の収集



概略計画（構想段階） 法定SEA手続き

都市計画（計画段階）

都市計画決定

環境アセスメント

交通ネットワーク計画

地域計画・地域総合計画

事業化

（複数の交通機関,土地利用等の将来ビジョン）

（既存の施設を含む交通ネットワーク：個別または総合）

（特定路線の概略路線）

（特定路線の位置）

（事業アセスメント）
法制度化された関係

ガイドライン等による関係

長期計画（上位計画）

現状では存在しない

上位計画から事業段階までの概念的な結びつき
我が国の鉄道計画や道路計画等の概念的な全体像

建設工事
供用開始



個別事業計画の
構想段階 コミュニケーション

プロセス

代替案の総合的評価

計画検討プロセス

SEAを内包する構想段階の計画策定プロセスの考え方

国民等
の意見 経済面の検討

社会評価報告書経済評価報告書

PI

PI

PI

PI

都市計画決定

事前B/C評価

環境影響評価

概略計画の決定

PI

個別の計画確定段階

計画原案の検討

事業化

経済・社会・
環境専門家・
各部局の意見

計画の必要性の検討

経済・社会・環境を
配慮した代替案の設定

社会面の検討

SEAプロセス（法定化）

環境配慮書

環境面の検討

影響評価の実施

日本の場合、この部分の法
制度化が進んでいない



構想段階における道路計画策定プロセス
ガイドライン（国土交通省道路局、2013.7）



概略計画（構想段階） 法定SEA手続き

都市計画（計画段階）

都市計画決定

環境アセスメント

交通ネットワーク計画

地域計画・地域総合計画

事業化

（複数の交通機関,土地利用等の将来ビジョン）

（既存の施設を含む交通ネットワーク：個別または総合）

（特定路線の概略路線）

（特定路線の位置）

（事業アセスメント）
法制度化された関係

ガイドライン等による関係

長期計画（上位計画）

現状では存在しない

上位計画から事業段階までの概念的な結びつき
我が国の鉄道計画や道路計画等の概念的な全体像

建設工事
供用開始



参考：都道府県の定める都市計画の手続き
（都市計画区域の線引き，一般国道，高速道路など）

（東京都および千葉県柏市HPより

東京都が定める都市計画の決定手続



市町村が定める都市計画等の手続き

参考：市町村の定める都市計画の手続き

（東京都および神戸市HPより

東京都の区市町村が定める都市計画の決定手続



環境影響評価の手続き

環境省HP資料より



本日の講義内容

• 計画の体系と計画手続き

• 上位計画とその類型、類型と共有概念

• 地域計画の持続性アセスメント

• 構想段階の計画策定手続き

• 都市計画決定の手続き

• 環境影響評価の手続き（配慮書含む）


